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教員養成に関する比較発達史研究の試み（２）
― 帝政ロシアにおける初等学校教員の目的養成 ―
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　本論は，教員養成（師範教育）におけるジャーマン・インパクトという視角に留意しなが
ら，各国が19-20世紀の国際関係のなかでどのように教員を養成したのかに関する比較発達
史的に分析しようとする研究の一部をなす。帝政ロシアでは，クリミア戦争の敗北と国家財
政の破綻を背景として，1850年代後半より，国家・社会の近代化に向けた取組が本格化した。
そうした中，農奴解放に伴う初等学校網の拡大に対応するため，初等学校教員を養成する事
業が政府主導で進められた。具体的には，主にプロイセンをモデルとして，教員セミナリア

（1870年）と師範学校（1872年）が設立され，帝政ロシアの初等学校教員の養成に中心的な
役割を担った。ただし，当時の初等学校教員の養成において，ヘルバルトの教育思想又はヘ
ルバルト主義教育が，何らかの特別な位置づけがなされていたわけでなかった。

Keywords：帝政ロシア，初等学校教員，教員セミナリア，師範学校，学校科（Shul-Kunde）

１．課題設定
　本論は，19⊖20世紀の教員養成（師範教育）が，
世界的動向のなかで影響関係をもちつつ，各国で個
別の発展を遂げていることに着目した比較発達史的
な研究の一部をなすものである。その際，ドイツ（プ
ロイセン）からの各国への影響―すなわち教員養成
におけるジャーマン・インパクトという視角に留意
し，当時の帝政ロシアにおける教員養成の発達過程
に認められる特色や課題等の解明を試みる。
　帝政ロシアにおける初等学校（初等国民学校と都
市学校）の教員は，19世紀中頃から継続的に実施
された西ヨーロッパ諸国の教育調査を踏まえ，「ド
イツとスイス」をモデルとした専門の教育機関で養
成されることとなった。一般法が適用される帝政ロ
シア中央部（内部諸県）では，初等国民学校の教員
を 養 成 す る 教 員 セ ミ ナ リ ア（учительская 
семинария）と都市学校の教員を養成する師範学校

（учительский институт）がそれぞれ 1870 年と
1872年に設立され，初等学校教員の目的養成が開
始された。この時期のツァーリ政府は，教育を本質
的には慈善的扶助による事業ととらえ，たとえ官立

の学校であっても受益者による資金供与を当然視す
る姿勢を示していた。そうした中，初等学校教員を
養成する教員セミナリアと師範学校については，設
置・運営にかかる経費が国庫負担とされたことが注
目される。
　また，帝政ロシアにおいては，1870年代より，
ヘルバルトの思想やヘルバルト主義教育をテーマと
した紹介・翻訳や論文等が，当時の様々な教育問題
を取り扱った政府系の教育専門誌を中心に発表され
るようになった。たとえば，軍教育機関管理総局が
発行した「教育論集（Педагогический сборник）」
1875年第４・５・７号に掲載されたН. Г.ヂェボリ
スキーの訳による『教育学講義綱要』1や，「国民教
育 省 雑 誌（Журнал Министерства Народного 
Просвещения）」1876年第９ ・10号に掲載された
И.ニコラエフスキーによる「教育学者としてのヘ
ルバルト」2 などがあり，1870⊖90年代，「科学とし
ての教育学」や「段階教授法」への関心が高まった
ことがうかがえる。この「教育論集」は，教員セミ
ナリアや師範学校の設立に関わったН. Х.ヴェッセ
リが1864⊖1882年に編集長を務めており，当時のギ
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ムナジア改革をめぐり，早期の職業教育や復古主義
的な古典教育に反対する傾向を伴っていたことが知
られている。
　こうした状況は，帝政ロシアにおける教員養成に
対するドイツからの影響をあらわしており，本研究
が志向する比較発達史的な分析を行う上で，教員セ
ミナリアや師範学校にかかる政策動向や教員養成教
育の実態を取り上げることが有意義であると考えら
れる。具体的な研究課題としては，①「ドイツとス
イス」をモデルとして設立された教員セミナリアと
師範学校とは，どのようなものであったか，②帝政
ロシアの教員養成において，ヘルバルトの教育思想
又はヘルバルト主義が，どのように位置づけられた
か，③ドイツの影響を受けた帝政ロシアの教員養成
が，1870年代から20世紀初めにかけて，どのよう
に「発達」していくのかなどが設定される。本論は，
これらに関する考察の第一段階として，特に，①の
課題に焦点化し，帝政ロシアの初等学校教員を養成
する教員セミナリアと師範学校の設立過程とその政
策動向に認められる特色と課題を明らかにすること
を直接の目的とする。

２ ．教員セミナリアにおける初等国民学校教員の養
成
⑴　初等国民学校の設立
　ロシア皇帝による専制下にあった帝政ロシアは，
クリミア戦争（1853 ～ 1856年）の敗北と国家財政
の破綻を背景として，国家・社会の近代化を通じた
生産力の向上を喫緊の課題とした。そのため，1855
年に即位したアレクサンドル２世は，当時の西ヨー
ロッパ諸国をモデルとした政策・改革に肯定的で自
由主義的な思想を有する「開明官僚」を登用し，市
民社会の形成という点では必ずしも十分でなかった
ものの，資本主義の発展に適した諸制度の構築を図
る「大改革」を進めていった。
　この「大改革」の中核的な施策として，1861年
２月に「農奴解放令」が発布され，それまで領主が
保有してきた農奴を人格的支配から解放するととも
に，封建的な土地所有を廃止することが定められた。
分与される土地の取得が有償であったことなどか
ら，債務を負った旧農奴の多くが領主に対する隷属
性を逆に強めてしまうといった側面を合わせもって
いたが，移動や経済活動に一定の自由が認められた
「農民身分」が形成され，帝政ロシアにおける資本
主義の発展に向けた基礎的な条件を創出したとされ
る。
　「農奴解放令」制定までの農民は，皇室領，国有地，
領主地の別に応じて，皇室領庁，国有財産省，財務

省（鉱山局）及び内務省などが所管し，法的に異な
る地位が与えられていた。そのため，「最も下位の
身分を含む者」に対する初等教育についても，国民
教育省だけでなく，皇室領庁，国有財産省，財務省
及び内務省といった政府機関やロシア正教を統括し
た宗務院などが，それぞれ独自に学校・教育施設を
設置・運営していた。しかし，農奴解放によって「自
由農民」の急増が予定される中，農民を対象とした
学校の位置づけを「農奴解放令」と整合させる必要
性が生じ，各省庁の代表者3から構成される国民学
校制度に関する特別委員会により，1861年11月15日，
「国民学校建設基本計画案」（以下，建設計画案）が
作成された4。
　ここでの「国民」とは，居住地の別によらない「自
由農民」並びにそれと同等とされる下層の都市自由
民ととらえられていた。したがって，建設計画案に
おいては，農奴解放に伴う「農民身分の合流」を趣
旨とした政策課題が明示され，都市下層民とともに，
あくまで身分制に基づく帝政ロシアの秩序に則した
有用な臣民としての「国民」の形成が図られたと指
摘できる。このような「国民」に共通して必要な知
識の具体的な内容として，神の法（закон Божий），
母語及び算数が挙げられていたが，これは，ロシア
正教に基づく道徳性の改善・向上とともに，農奴解
放によってすべての農民身分がもつことになる権利
と義務の理解を可能にする識字能力の獲得を意図し
たものであった。
　これと並行して国民教育省では，学校総局に設置
された学術委員会（Учёный комитет）が，ギムナ
ジアを中心とした学校制度全般について検討し，
1860年に「国民教育省が所管する下級及び中等学
校規程案」（以下，第一法案）5を作成・提示した。
さらに，学術委員会は，学校制度全般の検討を継続
し，1861年12月に「一般教育機関規程案」（以下，
第二法案）を作成・提示した。農奴解放令の発布の
後に公表された第二法案は，「一般教育」を行う学
校の制度全体を定めたものであり，「国民に対する
教育」が，「性別や身分の相違にかかわらず，すべ
ての者に与えられる」と明記された。初等教育を行
う国民学校については，一般教育の制度における下
位の段階に位置づけられ，「一人一人の人間が，自
らの権利を理解し，自らの義務を適切に遂行するた
めに必要な水準の道徳的かつ知的な教育を国民に施
すこと」を目的とするとされた6。
　学術委員会では，さらに，建設計画案と第二法案
をもとにした学校制度全般の検討が進められ，1863
年６月，国民教育省より，「国民学校規程案」（以下，
第三法案）が示された。第三法案は，それまで一般
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教育制度に包括的に位置づけられてきた国民学校を
「統一的かつ合目的的で，他の教育機関から全く分
離したもの」と位置づけ直し，農村団体又は都市団
体等による初等国民学校（начальные народные 
училища）と国民教育省による標準国民学校
（нормальные народные училища）の設置を構想
していた7。これは，初等国民学校との比較において，
実科教育や体操などを含んだ教育の提供を国民学校
の「標準」とする構想であり，下級国民学校と上級
国民学校を規定した第一法案との類似性が指摘でき
る。しかし，А. В.ゴロヴニン国民教育大臣が国家
評議会（枢密院）に提出した法案は，標準国民学校
にかかる条文が削除された「初等国民学校に関する
規程」であり，これが，アレクサンドル２世によっ
て1864年７月14日付で裁可された。
　「初等国民学校に関する規程」8によれば，初等国
民学校は，身分や信仰等にかかわらず，「国民の宗
教的かつ道徳的な観念を確立し，初歩的で有益な知
識を普及することを目的とする」と定められた。様々
な機関，組織及び私人に初等教育を行う学校を開設
する権限が与えられるとともに，設置者の別によら
ず，それらの学校すべてが初等国民学校として，「1
神の法（簡単な教理解説と聖書物語），2世俗語並
びに教会スラブ語の読み方，3綴り方，4算数四
則計算，5可能であれば教会唱歌」の授業を行うと
された。教員は，児童を指導する際，国民教育省と
宗務監督庁が認可した教授指導書に沿って行うこと
とされ，特に，神の法の担当教員がロシア正教の管
区長によって任命された者でなければならなかった
だけでなく，他の授業科目の担当教員についても，
聖職者・教会従事者又は「良好な道徳性や思想の穏
健性が証明された者」であることが求められた。

⑵　レヴァンドフスキーによるプロイセン調査
　国民学校教員の養成は，農奴解放令に伴う初等学
校網の拡大を想定した第二法案（1861年12月）の
作成過程において検討が開始された。
　これに先だって，国民教育省は，教育にかかる専
門家を西ヨーロッパ諸国に派遣し，国民学校とその
実現の条件となる教員養成機関に関する調査を実施
していた。たとえば，Ф. М.レヴァンドフスキー 9は，
国民教育省（学術委員会）の専門委員として，1858
年に「プロイセンにおける初等学校と教員セミナリ
アについて」の調査を行った10。
　これによれば，プロイセンでは，「教員教育を行
う世俗的なセミナリア（Schullehrer-Seminar）」で
ある教員養成所が設けられ，「教員の宗教的な発達
といったより内的な条件とともに，十分な俸給が得

られる名誉ある独立した教員の地位といった外的な
条件」を同時に実現しているとされた。これは，教
員養成所で学修し，卒業試験に合格した者のみが教
職に就くことができるという制度の基底をなし，「実
科学校やギムナジアと同様の一般規程が適用」され
る２⊖３年制の中等教育機関として，校長の一元的
な管理の下，「模範国民学校」と称される附属学校
と生徒が居住する寄宿舎が備えられていた。
　当時のプロイセンでは，1848年に発生した自由
主義者による三月革命への反動から，ラウマ宗務・
公教育・医療大臣の下，教育に対する教会と国家の
関与を強化する政策が志向されていた。その一方で，
プロイセン議会（下院）には，ハルコルトなど自由
主義左派に位置づけられる議員集団が一定の影響力
を保持していた。この状況について，Ф. М.レヴァ
ンドフスキーは，プロイセンの教育政策が，「ルター
主義の時代から正統と称されて」きた「教会，国家
及び家族を社会生活の基本要素」とした教育を推進
していくのか，または「ペスタロッチの時代から基
礎づけられてきた，子どもの内面の力を自由に発達
させることで，人間としての自発性を合自然的」に
陶冶していくのかといった「二通りの方向性」があ
ると説明している11。ただし，「1854年にプロイセ
ン国民教育省が公布した教員養成所や初等学校にお
ける授業科目の教授に関する条令（Regulative）」
に言及し，自由主義者からの「激しい批判」を受け
つつも，「合自然的な教育に反する政府の意見が，
国民教育において優位な位置を占め」ていくことに
なるとの見通しを示した12。
　その上で，教員養成所に関する「条令」が，「養
成所での修業期間が短いことから，まさに，将来の
教員に対して，宗教，読み方，祖国語，綴り方，算
術及び唱歌を指導するために必要なことのみを理論
的かつ実践的に教授しなければならない」と定めて
いる点に注目している13。さらに，教員養成所での
授業科目について，「可能な限り，関連性を伴う一
つ又はいくつかのテーマに対応したまとまりで教授
されるべきである」として，具体的には，「第一に，
神の法，学校科（Shul-Kunde）及び歴史，第二に，
読み方とドイツ語，第三に，計算，幾何学，製図，
図画及び書写，第四に，音楽と唱歌」に大きく領域
化されていると指摘している14。特に，第一の領域
は，キリスト教的な心情と祖国・王権への忠誠の念
を直接的に高めるためのものであり，それまでの教
員養成所で教えられてきた教育学・教授学，問答法，
心理学等の体系的な学習に代わって設けられた「学
校科」が含まれていた。これらを踏まえ，Ф. М.レヴァ
ンドフスキーは，当時のプロイセンの教員養成教育
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ムナジア改革をめぐり，早期の職業教育や復古主義
的な古典教育に反対する傾向を伴っていたことが知
られている。
　こうした状況は，帝政ロシアにおける教員養成に
対するドイツからの影響をあらわしており，本研究
が志向する比較発達史的な分析を行う上で，教員セ
ミナリアや師範学校にかかる政策動向や教員養成教
育の実態を取り上げることが有意義であると考えら
れる。具体的な研究課題としては，①「ドイツとス
イス」をモデルとして設立された教員セミナリアと
師範学校とは，どのようなものであったか，②帝政
ロシアの教員養成において，ヘルバルトの教育思想
又はヘルバルト主義が，どのように位置づけられた
か，③ドイツの影響を受けた帝政ロシアの教員養成
が，1870年代から20世紀初めにかけて，どのよう
に「発達」していくのかなどが設定される。本論は，
これらに関する考察の第一段階として，特に，①の
課題に焦点化し，帝政ロシアの初等学校教員を養成
する教員セミナリアと師範学校の設立過程とその政
策動向に認められる特色と課題を明らかにすること
を直接の目的とする。

２ ．教員セミナリアにおける初等国民学校教員の養
成
⑴　初等国民学校の設立
　ロシア皇帝による専制下にあった帝政ロシアは，
クリミア戦争（1853 ～ 1856年）の敗北と国家財政
の破綻を背景として，国家・社会の近代化を通じた
生産力の向上を喫緊の課題とした。そのため，1855
年に即位したアレクサンドル２世は，当時の西ヨー
ロッパ諸国をモデルとした政策・改革に肯定的で自
由主義的な思想を有する「開明官僚」を登用し，市
民社会の形成という点では必ずしも十分でなかった
ものの，資本主義の発展に適した諸制度の構築を図
る「大改革」を進めていった。
　この「大改革」の中核的な施策として，1861年
２月に「農奴解放令」が発布され，それまで領主が
保有してきた農奴を人格的支配から解放するととも
に，封建的な土地所有を廃止することが定められた。
分与される土地の取得が有償であったことなどか
ら，債務を負った旧農奴の多くが領主に対する隷属
性を逆に強めてしまうといった側面を合わせもって
いたが，移動や経済活動に一定の自由が認められた
「農民身分」が形成され，帝政ロシアにおける資本
主義の発展に向けた基礎的な条件を創出したとされ
る。
　「農奴解放令」制定までの農民は，皇室領，国有地，
領主地の別に応じて，皇室領庁，国有財産省，財務

省（鉱山局）及び内務省などが所管し，法的に異な
る地位が与えられていた。そのため，「最も下位の
身分を含む者」に対する初等教育についても，国民
教育省だけでなく，皇室領庁，国有財産省，財務省
及び内務省といった政府機関やロシア正教を統括し
た宗務院などが，それぞれ独自に学校・教育施設を
設置・運営していた。しかし，農奴解放によって「自
由農民」の急増が予定される中，農民を対象とした
学校の位置づけを「農奴解放令」と整合させる必要
性が生じ，各省庁の代表者3から構成される国民学
校制度に関する特別委員会により，1861年11月15日，
「国民学校建設基本計画案」（以下，建設計画案）が
作成された4。
　ここでの「国民」とは，居住地の別によらない「自
由農民」並びにそれと同等とされる下層の都市自由
民ととらえられていた。したがって，建設計画案に
おいては，農奴解放に伴う「農民身分の合流」を趣
旨とした政策課題が明示され，都市下層民とともに，
あくまで身分制に基づく帝政ロシアの秩序に則した
有用な臣民としての「国民」の形成が図られたと指
摘できる。このような「国民」に共通して必要な知
識の具体的な内容として，神の法（закон Божий），
母語及び算数が挙げられていたが，これは，ロシア
正教に基づく道徳性の改善・向上とともに，農奴解
放によってすべての農民身分がもつことになる権利
と義務の理解を可能にする識字能力の獲得を意図し
たものであった。
　これと並行して国民教育省では，学校総局に設置
された学術委員会（Учёный комитет）が，ギムナ
ジアを中心とした学校制度全般について検討し，
1860年に「国民教育省が所管する下級及び中等学
校規程案」（以下，第一法案）5を作成・提示した。
さらに，学術委員会は，学校制度全般の検討を継続
し，1861年12月に「一般教育機関規程案」（以下，
第二法案）を作成・提示した。農奴解放令の発布の
後に公表された第二法案は，「一般教育」を行う学
校の制度全体を定めたものであり，「国民に対する
教育」が，「性別や身分の相違にかかわらず，すべ
ての者に与えられる」と明記された。初等教育を行
う国民学校については，一般教育の制度における下
位の段階に位置づけられ，「一人一人の人間が，自
らの権利を理解し，自らの義務を適切に遂行するた
めに必要な水準の道徳的かつ知的な教育を国民に施
すこと」を目的とするとされた6。
　学術委員会では，さらに，建設計画案と第二法案
をもとにした学校制度全般の検討が進められ，1863
年６月，国民教育省より，「国民学校規程案」（以下，
第三法案）が示された。第三法案は，それまで一般
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が，教育諸科学や社会的教養を通じて行われるので
はなく，「初等教育に直接的な関わりがない他の科
学の教授によって妨害されないようにすべき」との
考えに基づいて組織されていることを報告した15。

⑶　政府の主導による教員セミナリアの設置
　このような調査を参考にしつつ，学術委員会は，
「ドイツとスイス」をモデルとして，国民学校の教員
を 目 的 養 成 す る「 教 員 学 校（учительский 
институт）」を設立する方針を提示した16。構想され
た「教員学校」は，「識字能力を育む教員の養成」17

を目的とした修業期間4.5年間の三級制をとる教育
機関であり，国民学校を卒業した16歳以上の健康
な男子に入学を認めていた18。そこでの教育内容と
しては，神の法，教授法を含む教育学，母国語，歴
史，統計を用いた地理学，博物学，算術・幾何学，
書写・製図，唱歌，体操，菜園栽培，園芸学及び畑
作の授業科目が挙げられていた。これらのうち，教
授法を含む教育学は，農民や都市下層民に「識字能
力を広げていくための手段」と説明され19，「教え
る能力」の修得を強く意図したものであった。
　学術委員会の検討では，教員としての専門的な活
動を行うための人格形成に注意が払われ，教員養成
のプロセスにおいて，「校長，教務部門の責任者及
び児童生徒の知的・道徳的発達に向けて活動する教
育者といった職のすべてが，一人の教員としての人
格に統合される」必要があるとされた20。また，教
員の人格が子どもの発達に大きく影響することを踏
まえ，都市部から離れた閑静な地域において，「将来，
国民教員という慎ましい職に就くことを選択した若
者」に対し，「秩序だてられ，規則正しく，勤勉で，
世間的な娯楽にふれることのない生活」を提供する
寄宿学校が相応しいと考えられた21。
　さらに，「初等国民学校に関する規程」（1864年
７月）が制定されて以降，農村を中心に新設される
初等国民学校に教員を供給することが喫緊の政策課
題とされ，1863年６月の国民教育省の改編によっ
て大臣直属の部門となった学術委員会において22，
教員を養成する専門機関の設立に向けた検討が本格
化していった。1865年２月８日と15日に開催され
た学術委員会では，Н. Х.ヴェッセリが示した「教
員セミナリアに関する規程案」23が検討され，国家
評議会において1865年３月23日付で承認された。
教員セミナリア（учительская семинария）は，初
等国民学校の教員を目的養成する専門の機関であ
り，一般法が適用される，サンクトペテルブルグ，
モスクワ，カザン，ハリコフ及びオデッサの各教育
管区に設立される計画であった。しかし，国家の深

刻な財政状況等を背景として，アレクサンドル２世
から教員セミナリア設立の裁可が得られず，国民教
育大臣と宗務院総長を兼任するД. А.トルストイの
下で計画の見直しが試みられた。
　そのため，教員セミナリアの設立は，国家評議会
によって1870年５月３日付で承認された「教員セ
ミナリアに関する規程」24において，ようやく正式
に決定されることになった。この規程によれば，教
員セミナリアは，３年間の修業期間を有し，在校生
が実地指導を行うための附属初等国民学校を備える
こととされた。教員セミナリアの目的は，「国民学
校における教員の活動に身を捧げることを志願し，
正教を信仰する，すべての身分の若者に教員養成教
育を与えること」と定められ，５年制の初等教育機
関（二級学校）を卒業した16歳以上の男性に入学
資格が認められた。教員セミナリアには，校長１名，
神の法担当教員１名，学級担当教員（наставник）
３名，附属学校教員１名，唱歌担当教員１名の計７
名が定員配置され，これらの人件費25を含めた諸経
費として１校当たり年間16,810ルーブルが国庫から
支出されることが定められた。
　教員セミナリアの授業科目は，神の法，一般教育
学，ロシア語並びに教会スラブ語，算術，幾何学，
測地学，図画，ロシア史，教会唱歌などが予定され
た。特に，農村住民が生活の中でかかわる様々な事
象について説明できるようにするため，園芸・野菜
栽培などの活動を取り入れることとされた。ただし，
教員セミナリアは，正式な中等教育機関としての法
的地位が認められず，他の中等教育諸学校と同列に
位置づけられたわけではなかった。また，教員セミ
ナリアの在校生にロシア正教会の奉神礼への参加や
精進・斎戒の遵守が義務づけられるなど，初等国民
学校の教員に求められる「宗教的かつ道徳的な観念
を確立」することを重視した教育活動が行われた。
そのため，在校生に「良好な道徳性や思想の穏健性」
を身につけさせる観点から，教員セミナリアを大都
市や上級の教育機関の影響から隔離された農村部に
設けるとともに，近隣の農民の子どもを入学させる
ことが基本方針とされた。
　教員セミナリアは，1871年５月24日付26，1871
年12月７日付27，1875年２月27日付28の勅命により，
一般法が適用される５つの教育管区にそれぞれ３校
づつが設置された。ただし，各教員セミナリアの１
学年当たり在校生の数が平均20⊖25名程度であり，
各教育管区で拡大する初等国民学校の規模29に対し
て，教員養成教育を受けた教員が不足する状況に
あった。
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⑷　教員セミナリアにおける養成教育
　教員セミナリアの管理運営や教育活動は，1875
年７月４日付で承認された訓令「国民教育省の教員
セミナリアのための手引き」（以下，手引き）30に
基づいて行われることが求められた。
　手引きによれば，「教員セミナリアの本質的な課
題は，将来の初等国民学校の教員に相応しい，在校
生の宗教的⊖道徳的な特性の発達」であり，その実
現に向けて，教職員が「注意深くかつ継続的に在校
生を監督していかなければならない」とされた。在
校生に対する「監督」は，教員セミナリアにおける
授業時間にとどまらず，寄宿舎や下宿を含めた地域
での生活全般にわたり，「本・ノートの整理」をは
じめとした生活習慣や，奉神礼への参加・復活大祭
等の過ごし方などといった敬虔な正教徒としての行
動規範にかかるものが含まれた。在校生への「監督」
を有効とするためには，教員セミナリアの教職員が，
「確固たる道徳性，使命に対する愛情，責任の堅実
な遂行，在校生との良好な関係の構築，困難な状況
にある在校生への誠実な支援」などを通じて，「自
らの人格をもって模範となる」ことが必要とされた。
特に，神の法担当教員には，在校生の「宗教的⊖道
徳的な基礎」を形づくる一環として，「至聖所の奉
仕者，教職員，在校生の神父」としての役割を担う
ことが求められた。
　教員セミナリアの教育活動については，授業科目
の名称と学年ごとの週当たり授業時数が一覧（表１）
に示された。この一覧は，あくまで「標準的な」も
のと性格づけられ，「管区監督官の許可を受けて，
教職員会議の意見や地域の事情に基づいて，いくら
かの変更を施すこと」が認められた。個々の授業科
目のプログラムは，「在校生が３年間で修了できる
ように編成」されており，「詳細とはいえないまでも，
一通りの内容が揃ったコース」となるように配慮さ
れた。そこでの指導にあたっては，「すべての教育
活動―とりわけ，未成年者に対する教育の問題に関
わって，在校生による自己学習の活動に大きな注意
を向けなければならない」ことが強調されていた。
これは，「在校生が自ら学習する習慣を身につける
ことによって，次の自己学習の確固たる基礎を築く」
ものであり，教員セミナリアでの「ロシア語の筆記
練習，四則計算・幾何学の問題演習，他科目の同様
の学習に大いに役立つ」と考えられた。
　教員セミナリアに共通する教育活動の大枠は，手
引きにおいて，13の領域に分けて解説された。
　このうち「教育学概論」は，在校生に対し，「初
等学校での学習⊖教育活動に適用される主要な基礎
事項や考え方を伝達すること」と「これらの学校の

教員が有する権利と義務を知らしめること」を目的
としていた。この領域では，「心理学と論理学の分野」
からの「理論的で科学的根拠に基づいた知的・道徳
的な教育に関する知識」，こうした知識の「学校に
おける実践への適用の指示」を通じた「一般的な教
育学と教授法の基礎」，聖職者，地方行政機関及び
教育管理職との関係等を含めた「国民学校に関する
法や命令」などが「反復して」教えられることとさ
れた。また，「時間的な制約」から必修とされなかっ
たものの，「様々な教育論文や著作物において頻繁
に名前が取り上げられる」ような教育学者等の活動
に関する教育史の知識を学ぶことの重要性が指摘さ
れた。この「著名な教育学者に関する知識は，その
理論的な見解の詳細な説明ではなく，国民教育に対
する肯定的な影響に関係するもの」であり，将来，
教員となったときに「高名な権威に無意識に引きづ
られ，うまくいっている活動に不合理な考えを取り
入れたりしないようにするため」に必要とされた。
　また，「セミナリア在校生による初等学校での教
育活動の実践」は，「よく整備された国民学校の姿
を知る」ため，「教育学担当教員としてのセミナリ
ア校長の監督」を受けつつ，附属初等国民学校にお
いて行われるとされた。具体的には，まず，２年目
後半の在校生が，附属初等国民学校の授業を「２，
３人のグループに分かれ，数日間にわたって」観察
し，教育学担当教員から，「一つ一つの教育活動の
意味に関する解説」を受ける。３年目になると「週
当たり６時間の授業に参加」し，「そのうち１時間
については実際に授業」を担当する。さらに，３年
目の在校生は，毎週２名づつが，附属初等国民学校
の教員から事前指導を受けた上で，「１週間を通し
て，初等学校のすべての授業に参加」し，「教員の

表１ 　教員セミナリアの授業科目と週当たり授業時
間数
授業科目 Ⅰ年 Ⅱ年 Ⅲ年

神の法
ロシア語
教会スラブ語
算術
幾何学
ロシア史・世界史
地理学
博物学
書写・製図
教育学概論
体操
唱歌
学校における実践活動

４
４
２
４
１
２
３
２
５
―
２
２
―

３
４
１
３
２
３
２
３
４
２
２
２
―

２
２
１
２
２
２
２
３
３
３
２
２
６

31 31 32
【出典】 Журнал министерства народного просвещения, 1875, 
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が，教育諸科学や社会的教養を通じて行われるので
はなく，「初等教育に直接的な関わりがない他の科
学の教授によって妨害されないようにすべき」との
考えに基づいて組織されていることを報告した15。

⑶　政府の主導による教員セミナリアの設置
　このような調査を参考にしつつ，学術委員会は，
「ドイツとスイス」をモデルとして，国民学校の教員
を 目 的 養 成 す る「 教 員 学 校（учительский 
институт）」を設立する方針を提示した16。構想され
た「教員学校」は，「識字能力を育む教員の養成」17

を目的とした修業期間4.5年間の三級制をとる教育
機関であり，国民学校を卒業した16歳以上の健康
な男子に入学を認めていた18。そこでの教育内容と
しては，神の法，教授法を含む教育学，母国語，歴
史，統計を用いた地理学，博物学，算術・幾何学，
書写・製図，唱歌，体操，菜園栽培，園芸学及び畑
作の授業科目が挙げられていた。これらのうち，教
授法を含む教育学は，農民や都市下層民に「識字能
力を広げていくための手段」と説明され19，「教え
る能力」の修得を強く意図したものであった。
　学術委員会の検討では，教員としての専門的な活
動を行うための人格形成に注意が払われ，教員養成
のプロセスにおいて，「校長，教務部門の責任者及
び児童生徒の知的・道徳的発達に向けて活動する教
育者といった職のすべてが，一人の教員としての人
格に統合される」必要があるとされた20。また，教
員の人格が子どもの発達に大きく影響することを踏
まえ，都市部から離れた閑静な地域において，「将来，
国民教員という慎ましい職に就くことを選択した若
者」に対し，「秩序だてられ，規則正しく，勤勉で，
世間的な娯楽にふれることのない生活」を提供する
寄宿学校が相応しいと考えられた21。
　さらに，「初等国民学校に関する規程」（1864年
７月）が制定されて以降，農村を中心に新設される
初等国民学校に教員を供給することが喫緊の政策課
題とされ，1863年６月の国民教育省の改編によっ
て大臣直属の部門となった学術委員会において22，
教員を養成する専門機関の設立に向けた検討が本格
化していった。1865年２月８日と15日に開催され
た学術委員会では，Н. Х.ヴェッセリが示した「教
員セミナリアに関する規程案」23が検討され，国家
評議会において1865年３月23日付で承認された。
教員セミナリア（учительская семинария）は，初
等国民学校の教員を目的養成する専門の機関であ
り，一般法が適用される，サンクトペテルブルグ，
モスクワ，カザン，ハリコフ及びオデッサの各教育
管区に設立される計画であった。しかし，国家の深

刻な財政状況等を背景として，アレクサンドル２世
から教員セミナリア設立の裁可が得られず，国民教
育大臣と宗務院総長を兼任するД. А.トルストイの
下で計画の見直しが試みられた。
　そのため，教員セミナリアの設立は，国家評議会
によって1870年５月３日付で承認された「教員セ
ミナリアに関する規程」24において，ようやく正式
に決定されることになった。この規程によれば，教
員セミナリアは，３年間の修業期間を有し，在校生
が実地指導を行うための附属初等国民学校を備える
こととされた。教員セミナリアの目的は，「国民学
校における教員の活動に身を捧げることを志願し，
正教を信仰する，すべての身分の若者に教員養成教
育を与えること」と定められ，５年制の初等教育機
関（二級学校）を卒業した16歳以上の男性に入学
資格が認められた。教員セミナリアには，校長１名，
神の法担当教員１名，学級担当教員（наставник）
３名，附属学校教員１名，唱歌担当教員１名の計７
名が定員配置され，これらの人件費25を含めた諸経
費として１校当たり年間16,810ルーブルが国庫から
支出されることが定められた。
　教員セミナリアの授業科目は，神の法，一般教育
学，ロシア語並びに教会スラブ語，算術，幾何学，
測地学，図画，ロシア史，教会唱歌などが予定され
た。特に，農村住民が生活の中でかかわる様々な事
象について説明できるようにするため，園芸・野菜
栽培などの活動を取り入れることとされた。ただし，
教員セミナリアは，正式な中等教育機関としての法
的地位が認められず，他の中等教育諸学校と同列に
位置づけられたわけではなかった。また，教員セミ
ナリアの在校生にロシア正教会の奉神礼への参加や
精進・斎戒の遵守が義務づけられるなど，初等国民
学校の教員に求められる「宗教的かつ道徳的な観念
を確立」することを重視した教育活動が行われた。
そのため，在校生に「良好な道徳性や思想の穏健性」
を身につけさせる観点から，教員セミナリアを大都
市や上級の教育機関の影響から隔離された農村部に
設けるとともに，近隣の農民の子どもを入学させる
ことが基本方針とされた。
　教員セミナリアは，1871年５月24日付26，1871
年12月７日付27，1875年２月27日付28の勅命により，
一般法が適用される５つの教育管区にそれぞれ３校
づつが設置された。ただし，各教員セミナリアの１
学年当たり在校生の数が平均20⊖25名程度であり，
各教育管区で拡大する初等国民学校の規模29に対し
て，教員養成教育を受けた教員が不足する状況に
あった。
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業務を補佐する」こととされた。これらの活動は，
当該の在校生がレポートにまとめて，校長，学級担
当教員，附属学校教員及び３年目の在校生から構成
される教育検討会（педагогическое собрание）で
報告される。教育検討会では，「校長が議長を務め」
る中で，在校生の授業に関する検討・意見交換が行
われ，最終的に「校長と学級担当教員が間違いを説
明」したり，「評価」したりするとされた。
　また，教職に関する専門性を育成するため，「教
育学概論」や「セミナリア在校生による初等学校で
の教育活動の実践」などの領域が設けられるととも
に，初等国民学校の教育内容にかかる領域において，
いわゆる教科指導の方法を含めて学習することが明
示されていた。また，各領域間の相関性を意図的に
つくり出し，教員を目的養成する教育課程としての
まとまりを形づくることが目指された。このような
領域間の関連づけは，「自然現象に対する理解を図
る主要知識」と「教育学概論」の間だけでなく，「神
の法」と「世界地理の概略とロシア地理の詳解」並
びに「唱歌」や，「教会スラブ語」と「ロシア語」
の間などでも言及されていた。これは，各領域間の
相関性を「宗教的かつ道徳的な観念を確立」する観
点から意図的につくり出し，教員を目的養成する教
育課程としてのまとまりを形づくるためのもので
あった。

３．師範学校における都市学校教員の養成
⑴　都市学校の構想と設立
　1828年12月８日付で制定された「大学管下のギ
ムナジア，郡学校並びに教区学校に関する規約」31

により，郡学校（уездное училище）は，「すべて
の身分の者に開かれる」ことが明記される一方で，
「特に，商人，職人及びその他の都市住民の子ども」
に相応しい教育を提供すると定められていた。しか
し，1850年代後半の郡学校では，在校生の多くが「下
級官位の獲得を目指した官吏の子ども」であり，帝
政ロシアの生産力の向上に貢献する商人，職人及び
その他の都市住民を育成できていない点が批判され
るようになった32。
　こうした郡学校は，1860年の第一法案，1861年
末の第二法案，1863年の第三法案において，それ
ぞれ発展的に解消される計画であった。しかし，
1864年に制定された「初等国民学校に関する規程」
が，第三法案から，郡学校の改編によって設けられ
る標準国民学校にかかる条文を削除したものであっ
たため，郡学校は，改編に向けた根拠規定を失って，
1860年代を通じて存続した。具体的な郡学校の改
編に向けた基本方針は，「有識者からの意見を喚起

する目的」から，「国民教育省雑誌」1869年５月号
に掲載された政策文書「構想される都市学校につい
て並びに師範学校について」33に提示された。これ
は，教員セミナリアの設置の検討に関わり，1867
年より学術委員会の委員を務めていたН. Х.ヴェッ
セリが中心となって作成されたものであった34。
　この政策文書によれば，郡学校は，商人や職人等
といった都市住民の子どもを主な対象とした上級の
国民学校と性格づけられていた。また，郡学校の改
編にあたり，プロイセン，オーストリア，スイス及
びフランスといった西ヨーロッパ諸国における学校
教育制度を参考とすることの有効性が指摘された。
特に，政策文書は，プロイセンの基礎教育システム
を「きわめて国民的で，教育上の体系が整備され，
すべての者一人一人に必要とされる完結した初等教
育を提供する」ものと高く評価した35。その利点の
一つとされた単級制については，「最小限の優れた
教員」の確保により，貧困地域であっても，過大な
支出を伴わずに「子どもの数，施設及び住民のニー
ズ」に応じて学校を設置できることを挙げ，教育シ
ステムの中に「教員養成の手立て」が明確に位置づ
けられていることの意義を強調した。
　ただし，これら「プロイセンの基礎教育システム
に認められる先進的な取組」については，「プロイ
セン国民の歴史的な発達やその他の民族的な特性が
細部にわたって反映されている」ことから，そのま
ま帝政ロシアにおける「郡学校の改編に当てはめる
ことはできない」との見解が明らかにされていた36。
したがって，郡学校の改編にあたっては，プロイセ
ンの都市住民を対象とした基礎教育システムが備え
る「教育の機会を提供するための実践や様々な地域
の住民が有する要望への対応」といった具体策を参
考として，上級の国民学校である都市学校
（городские училища）を設置する構想が示された37。
　この政策文書に基づき，1872年５月31日付で「都
市学校に関する規程」（以下，都市学校規程）38が，
アレクサンドル２世によって裁可され，「すべての
身分の子どもに対する知的で宗教的 -道徳的な初等
教育の提供を目的」とした都市学校の設立が定めら
れた。修学期間は６年間であり，地域の実態に応じ
て，単級制，二級制（４⊖２年制），三級制（２⊖２⊖
２年制）及び四級制（２⊖２⊖１⊖１年制）をとるこ
ととされた。教育課程は，「а）神の法，б）読み方・
綴り方，в）ロシア語並びにロシア語への翻訳を含
む教会スラブ語読解，г）算術，д）応用幾何学，е）
祖国の地理・歴史，ж）博物学並びに物理学の基礎，
з）製図・図画，и）唱歌，й）体操」の授業科目か
ら構成され，「地域機構による要望と必要経費の半
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分以上の負担により，授業時間外に手工業訓練を行
うことができる」とされた。なお，神の法について
は，「正教を信仰する子どもにのみ教えられる」こ
ととされ，「異教徒の子どもに対しては，両親の監
督の下に行う」ことができると注記された。
　都市学校規程では，身分や宗派等によらない初等
教育を提供するとしつつ，「課程を完全に修了」し
た卒業生に上級の学校への進学を認める規定が設け
られていなかった。その一方で，「最初の４年間の
課程を修了した10 ～ 13歳の子どもが無試験でギム
ナジア又は実科学校の第１学年に入学できる」とさ
れ，上級の教育を受けるための「手立てと才能」を
もった都市住民に対して，複線的な学校体系におい
て，社会階層を向上させうる教育機会を設けていた
ことが注目される。これは，都市学校が，貴族や商
人・職人等の身分の間に一定の階層的な秩序を維持
しつつ，個人の学習歴に則した能力によって形づく
られる都市住民の中間的な階層を育成する働きを
もったことを意味している。

⑵　ヴェッセリによる師範学校の構想
　Н. Х.ヴェッセリが中心となって作成された都市
学校と師範学校に関する政策文書は，「長年にわた
る西ヨーロッパ諸国の教育の経験」を踏まえ，都市
住民の教育ニーズに応える都市学校を普及・発展さ
せるためには「優れた教員を確保することが不可欠」
ととらえていた39。そのため，「既存の郡学校の改
編に先立って，優れた教員を養成する特別な機関で
ある師範学校（учительский институт）を創設す
ることが必要である」との見解が明らかにされた。
構想された師範学校は，「３年間の課程を有する全
寮制」の教員養成機関として，「三級制」をとり，「初
等教育機関の授業科目にかかる科学的な知見」の習
得と「教授活動にかかる実践的な訓練」によって，
将来の教員に必要な資質・能力の育成を意図してい
た40。
　師範学校の教育課程は，「初等教育機関で教えら
れる，神の法，祖国語，算術，応用幾何学，図画，
祖国の地理・歴史，博物学，唱歌及び体操」と，「教
育学」の授業科目から構成されることとされた。週
当たりの授業時数は，課程外で行われる唱歌と体育
を除いて，第１学級で32時間，第２学級で27時間，
第３学級で14時間の計73時間と設定された。
　これらの授業科目で教授される知識は，「初等教
育機関で教えるために，きわめて正確かつ着実に身
につけなければならない」ものと位置づけられ，そ
の範囲を越えた幅広い知見や社会的教養までを含む
ことが必ずしも想定されていなかった41。教育に関

する授業時科目についても，「教育学」が設けられ
ているだけであり，教育諸科学の知見に基づいた教
員の資質・能力の育成が目指されているわけでな
かったと考えられる。そこには，初等教育機関の授
業で指導するために必要なことのみを教授する当時
のプロイセンの教員養成教育からの影響が指摘でき
る。実際，第３学級では，初等教育機関の教育内容
それ自体を中心とした第１・２学級での「既習事項
の復習」に加えて，「各授業科目の教育方法の検討
や附属初等教育機関における実地指導」を行うこと
により，「教える能力」の育成を目指すとされた。

　また，師範学校での指導にあたっては，「将来，
初等教育機関の教員が，慎ましい勤労生活を送る」
ことを踏まえ，「生活様式のすべてが，きわめて質
素で，厳格な規則正しさを際立たせる」ことの必要
性が強調された42。そのため，師範学校では，教員
としての「職責の継続的な遂行」に向けた資質・能
力を育成する観点から，在校生が「厳格な規則正し
さをもって，課業に対する時間を自ら配分しながら
取り組んでいく」ことを「第二の本能として習慣」
づけるなど，授業科目の教授だけでなく，寄宿舎等
での過ごし方などを含めた在校生の生活全般への指
導に配慮することが求められた。

⑶　師範学校の設立
　このような政策文書の内容は，アレクサンドル２
世によって1872年５月31日付で裁可された「師範
学校に関する規程」（以下，師範学校規程）43にお
いて法制化された。師範学校規程には，都市学校規
程と同じ法令番号が付されており，師範学校が，都
市住民の中間的な階層を育成する上級の国民学校で
ある都市学校と一体的に設立されたことが明らかで
ある。実際，都市学校規程と師範学校規程に共通す

表２ 　師範学校の授業科目と週当たり授業時間数
（案）

授業科目 Ⅰ年 Ⅱ年 Ⅲ年 合計
神の法
ロシア語・教会スラブ語
算術
応用幾何学
歴史
地理学
博物学
書写・製図
教育学・教授学
唱歌
体育

２
６
５
２
３
２
４
６
２

２
６
５
２
３
２
３
２
２

１
３
２
２
１
１
１
２
１

５
15
12
６
７
５
８
10
５

課程外に週当たり２時間
課程外に週当たり１時間
32 27 14 73

【出典】 Журнал министерства народного просвещения, 1869, 
Часть CXLIII, стр.46-47.
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業務を補佐する」こととされた。これらの活動は，
当該の在校生がレポートにまとめて，校長，学級担
当教員，附属学校教員及び３年目の在校生から構成
される教育検討会（педагогическое собрание）で
報告される。教育検討会では，「校長が議長を務め」
る中で，在校生の授業に関する検討・意見交換が行
われ，最終的に「校長と学級担当教員が間違いを説
明」したり，「評価」したりするとされた。
　また，教職に関する専門性を育成するため，「教
育学概論」や「セミナリア在校生による初等学校で
の教育活動の実践」などの領域が設けられるととも
に，初等国民学校の教育内容にかかる領域において，
いわゆる教科指導の方法を含めて学習することが明
示されていた。また，各領域間の相関性を意図的に
つくり出し，教員を目的養成する教育課程としての
まとまりを形づくることが目指された。このような
領域間の関連づけは，「自然現象に対する理解を図
る主要知識」と「教育学概論」の間だけでなく，「神
の法」と「世界地理の概略とロシア地理の詳解」並
びに「唱歌」や，「教会スラブ語」と「ロシア語」
の間などでも言及されていた。これは，各領域間の
相関性を「宗教的かつ道徳的な観念を確立」する観
点から意図的につくり出し，教員を目的養成する教
育課程としてのまとまりを形づくるためのもので
あった。

３．師範学校における都市学校教員の養成
⑴　都市学校の構想と設立
　1828年12月８日付で制定された「大学管下のギ
ムナジア，郡学校並びに教区学校に関する規約」31

により，郡学校（уездное училище）は，「すべて
の身分の者に開かれる」ことが明記される一方で，
「特に，商人，職人及びその他の都市住民の子ども」
に相応しい教育を提供すると定められていた。しか
し，1850年代後半の郡学校では，在校生の多くが「下
級官位の獲得を目指した官吏の子ども」であり，帝
政ロシアの生産力の向上に貢献する商人，職人及び
その他の都市住民を育成できていない点が批判され
るようになった32。
　こうした郡学校は，1860年の第一法案，1861年
末の第二法案，1863年の第三法案において，それ
ぞれ発展的に解消される計画であった。しかし，
1864年に制定された「初等国民学校に関する規程」
が，第三法案から，郡学校の改編によって設けられ
る標準国民学校にかかる条文を削除したものであっ
たため，郡学校は，改編に向けた根拠規定を失って，
1860年代を通じて存続した。具体的な郡学校の改
編に向けた基本方針は，「有識者からの意見を喚起

する目的」から，「国民教育省雑誌」1869年５月号
に掲載された政策文書「構想される都市学校につい
て並びに師範学校について」33に提示された。これ
は，教員セミナリアの設置の検討に関わり，1867
年より学術委員会の委員を務めていたН. Х.ヴェッ
セリが中心となって作成されたものであった34。
　この政策文書によれば，郡学校は，商人や職人等
といった都市住民の子どもを主な対象とした上級の
国民学校と性格づけられていた。また，郡学校の改
編にあたり，プロイセン，オーストリア，スイス及
びフランスといった西ヨーロッパ諸国における学校
教育制度を参考とすることの有効性が指摘された。
特に，政策文書は，プロイセンの基礎教育システム
を「きわめて国民的で，教育上の体系が整備され，
すべての者一人一人に必要とされる完結した初等教
育を提供する」ものと高く評価した35。その利点の
一つとされた単級制については，「最小限の優れた
教員」の確保により，貧困地域であっても，過大な
支出を伴わずに「子どもの数，施設及び住民のニー
ズ」に応じて学校を設置できることを挙げ，教育シ
ステムの中に「教員養成の手立て」が明確に位置づ
けられていることの意義を強調した。
　ただし，これら「プロイセンの基礎教育システム
に認められる先進的な取組」については，「プロイ
セン国民の歴史的な発達やその他の民族的な特性が
細部にわたって反映されている」ことから，そのま
ま帝政ロシアにおける「郡学校の改編に当てはめる
ことはできない」との見解が明らかにされていた36。
したがって，郡学校の改編にあたっては，プロイセ
ンの都市住民を対象とした基礎教育システムが備え
る「教育の機会を提供するための実践や様々な地域
の住民が有する要望への対応」といった具体策を参
考として，上級の国民学校である都市学校
（городские училища）を設置する構想が示された37。
　この政策文書に基づき，1872年５月31日付で「都
市学校に関する規程」（以下，都市学校規程）38が，
アレクサンドル２世によって裁可され，「すべての
身分の子どもに対する知的で宗教的 -道徳的な初等
教育の提供を目的」とした都市学校の設立が定めら
れた。修学期間は６年間であり，地域の実態に応じ
て，単級制，二級制（４⊖２年制），三級制（２⊖２⊖
２年制）及び四級制（２⊖２⊖１⊖１年制）をとるこ
ととされた。教育課程は，「а）神の法，б）読み方・
綴り方，в）ロシア語並びにロシア語への翻訳を含
む教会スラブ語読解，г）算術，д）応用幾何学，е）
祖国の地理・歴史，ж）博物学並びに物理学の基礎，
з）製図・図画，и）唱歌，й）体操」の授業科目か
ら構成され，「地域機構による要望と必要経費の半
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る公布文44は，402校の都市学校（四級制25校，三
級制75校，二級制302校）の設置とともに，「サン
クトペテルブルグ，モスクワ，カザン，ハリコフ，
オデッサ及びヴィリナの教育管区並びにポルタヴァ
県とチェルニゴフ県（キエフ教育管区）の県立都市
学校，さらには東・西シベリアの県立学校の教員を
養成するため，後に国民教育省が選定する都市に７
校の師範学校を創設する」といった計画を明らかに
していた。その際，師範学校の運営に必要な諸経費
として，国庫から年間202,300ルーブル（１校当た
り28,900ルーブル）を支出する計画が記載されるな
ど，政府が都市学校等の教員の養成に直接的に関与
する方針が示された。
　師範学校規程によれば，「師範学校は，都市学校
教員の養成を目的とした教育機関」であり，「聴講
生の実践的訓練のために単級制又は二級制の都市学
校が付設される」と定められた。師範学校では，修
業期間３年間の「三級制」をとる教育課程が編成さ
れた。そこに掲げられた授業科目は，政策文書に示
されたとおり，教育学を除き，都市学校の授業科目
にほぼ一致しており，教える内容に関する正確な知
識を着実に習得させることが重視された。
　最上級生（第３学級生）に対しては，「都市学校
教員と師範学校講師の下，都市学校における教授活
動に従事する」ことが求められた。これは，教育現
場での実際の指導経験を通じて，教える能力を育成
しようとしたことを意味しているが，必ずしも師範
学校に設けられた附属都市学校での教授活動に限定
されていたわけでなかった。師範学校規程の条文に
は，「師範学校を構成する附属都市学校においては，
他の都市学校と全く同じような授業科目が教えられ
る」と記述がみられ，「よく整備された国民学校の
姿を知る」ことが難しい農村部と異なり，すでに都
市学校への改編が予定される一定数の郡学校が存立
していた都市部の状況を反映していたと考えられ
る。
　師範学校の定員は，１学級当たり25名の計75名
であり，そのうち60名の政府給付生に対しては，
国民教育省より，「50ルーブルの準備金」と「年間
150ルーブルの寄宿費」が支給されると明記された。
入学資格は，「あらゆる称号や身分にかかわらず，
神の法，ロシア語，算術，幾何学，ロシア史・ロシ
ア地理の試験に合格した身体健康かつ品行方正な
16歳以上の男子」と定められた。その際，「ギムナ
ジア，神学セミナリア及びその他の中等教育機関を
修了し，かつ良好な行状が証明される場合には，師
範学校に無試験で入学できる」ことが注記された。
つまり，師範学校では，ロシア皇帝を中心とした既

存の体制に反していなければ，身分や信仰等による
特段の入学制限がなく，個人の学習歴に則した能力
に応じて入学が認められていた。在学生の進級並び
に卒業に際しても，師範学校の校長や講師陣に第三
者である校外有識者が試験官に加わった年度末の試
験に合格しなければならないとされた。
　師範学校の教職員として，校長，神の法教員，諸
科学又は製図・図画・書写に関する４名の専任講師
（штатныый преподаватель），唱歌又は体育担当の
教員，医師，会計，書記が挙げられた。これらのう
ち，校長，神の法教員及び専任講師は，ギムナジア
やプロギムナジアの校長や講師等と同等の待遇が受
けられる「国民教育省が管轄する教育部門の文官」
と位置づけられた。校長と専任講師については，「高
等教育機関の課程を修了し，初等教育における優れ
た実践経験を有する」ことが求められ，神の法教員
については，「主として，神学アカデミーのコース
を修了し，神の法の教授活動に優れた実践経験を有
するとともに，主教管区の長の同意を得た者」の中
から選ばれることが定められた。また，附属都市学
校には，他の都市学校教員と同等の待遇が受けられ
る文官の地位を有する教員が，学級数に応じて置か
れた。
　師範学校は，将来の都市学校教員に求められる質
素で規則正しい生活様式を身につけさせる観点か
ら，寄宿舎等での生活全般の指導を可能とする「全
寮制」がとられた。しかし，設置地域については，
農村部に設けられた教員セミナリアとは異なり，世
間的な娯楽等や上級の教育機関の影響を受けること
が避けられない一定規模の都市部が想定されてい
た。実際，師範学校規程に基づいた最初の師範学校
は，1872年，サンクトペテルブルグとモスクワの
２つの大都市に設置された。さらに，1874年にタ
ヴリダ県フェオドシヤ市（オデッサ教育管区）とチェ
ルニゴフ県グルホフ市（キエフ教育管区），1876年
にカザン県カザン市（カザン教育管区），クルスク
県ベルゴロド市（ハリコフ教育管区）及びヴィリナ
県ヴィリナ市（ヴィリナ教育管区）に設置されたが，
そのすべてが県又は郡の中心都市であった。これら
７校の師範学校は，師範学校規程の公布文に示され
た計画に沿ったものであり，1878年１月１日時点
で計330名の履修者が在籍していた45。

⑷　師範学校における教育学領域の指導基準
　師範学校における教育活動は，国民教育省によっ
て1876年11月13日付で承認された「師範学校で教
授される授業科目のプログラムと教授プラン」46に
基づいて行われることとされた。これは，師範学校
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で開講される授業科目について，神の法，教育学，
教会スラブ語講読を含むロシア語，数学，歴史，地
理，物理，博物学，書写，製図・図画といった10
の領域の別に，それぞれ教授する内容等を明らかに
していた。
　教育学を除く領域については，都市学校で実施さ
れる授業科目の内容に関するものであり，それぞれ
の専任講師の専門分野を考慮しつつ，教科指導の方
法を含めて学習することとされた。特に，第３学級
では，第１・２学級での「理論的な学習」を都市学
校における教育実践と関連づけることを通じて，「教
える能力」の育成が意図された。ただし，各領域で
最優先となる学習課題は，都市学校で教える内容そ
れ自体にかかる正確な知識の習得であった。たとえ
ば，教会スラブ語講読を含むロシア語の領域では，
「師範学校のプログラムで何よりも重視されるのは，
簡単になり過ぎず，深化させるように注意しながら，
最初の段階で都市学校の課程を繰り返し学習するこ
とである」とされていた。
　教育学の領域については，師範学校の「在校生に
都市学校で適用される学習⊖教育活動に関する主要
な基礎事項と考え方を伝えること」が目的であると
明記された。この目的を達成するための教育内容は，
「心理学と論理学の分野から構成」される理論的な
ものであり，身体的教育（физическое воспитание），
知的教育（умственное воспитание），道徳的教育
（нравственное воспитание），教授法並びに方法論に
関する主要な知識，学校に関する科目群（школьная 
дисциплина）に区分される（表３）。特に，知的教
育については，「教え方に関する分野」と位置づけ
られ，「都市学校での授業に参加した際に，より大
きな成果が得られるように」との観点から，「たと
え部分的で短い時間であっても第２学級より繰り返
し教えること」が必要とされた。
　また，教育学の領域に配分される「授業時間数が
多くない」ことを理由として，その教育内容は，「初
歩的な性質をもち，児童を指導するにあたり，容易
に適用できるものでなければならない」とされた。
授業においても，都市学校での「実践的な学習 -教
育活動に結び付けること」に配慮し，「事例や生徒
自らの実践に依拠した初歩的かつ基礎的なもの，又
はすでに教え子たちにとって定番となっている教材
の説明に重きを置いたもの」でなければならないこ
とが明示された。さらに，「時間的な制約がある中
では，当然，教育学の歴史の伝達が必修とはならな
い」ものの，「在校生の教育学的な視野の拡大や自
らの使命に対する意識の向上を図るため，優れた陶
冶と訓育を実践した教育活動家について知らしめる

のは悪いことでない」と説明された。
　こうした教育学の領域の指導に際し，帝政ロシア
における「教育学文献の不足」を理由として，その
内容と方法を決定することが師範学校の教育学担当
教員にとって容易でないと考えられていた。そのた
め，当面の「非常手段」としつつも，「すでにドイ
ツの実践にならった教員セミナリアで取り入れられ
ているように，ドイツにおける教育学の指導をより
どころにする」ことを明確に示していた。具体的に
は，「ザクセン教員ゼミナールでの指導に用いられ
ている『シュッツェによるゼミナールと国民学校教
員のための教育⊖指導の実践 Praktische Erziehungs- 

表３ 　師範学校における「教育学のプログラム」
（1876年）

導入
教育学の定義。教育の目的；科学としての教育学の源泉

身体的教育（физическое воспитание）
人体の教育のための適切な自然条件：食，清潔，空気，
運動，安息。
人為的条件：感覚器官の適切な発達；体操；衝動に対す
る制御と自由。
学校衛生学：健康な生活の主要な条件；教室；教室の机。
よくある子どもの病気。

知的教育（умственное воспитание）
感覚的認識。感覚。知覚。表象並びに知覚との差違。記
憶。想起又は再現。連合の法則。想像。理性あるいは理
性的認識。概念形成能力として理性。判断能力としての
理性。推論能力としての理性。知性あるいはより高次の
思考。人間をより高度な理解へ向かわせる能力としての
知性。構想力（想像力）としての知性。特別な能力，才
能と天賦の能力。教育期間における認識力の発達の法則。

道徳的教育（нравственное  воспитание）
道徳的教育の課題。感情。感情の分類。尊敬，羞恥及び
恐怖の感情；真理への感情，美と信仰への感情。道徳的
感情の意義と子ども期における適切な発達。期待される
能力。期待される能力の発現としての直観，恣意，自由
な意志。意志の形成と強化の手段。子どもの意志の健全
な発達を方向づける教育的な伝達手段としての称揚，叱
責及び罰。道徳的教育における習慣と模範の意味。

教授法並びに方法論に関する主要な知識
はじめに，教育の目的と手段；陶冶と訓育の結びつき。
職業教育と普通教育。形式的，物的及び宗教的な教育に
関する授業。技能としての教育。学術的並びに教育的方
法論。基本的な教育の形態。教授原理の基礎。

学校に関する科目群（школьная дисциплина）
学校の目的。教科の必要性；学校における教科の本質。
学校における教科指導の条件となる教員の特質。
都市学校の教授プランや，都市学校並びにそこでの教員
に関する法的状況を含めた子どもの理解。
【出典】 Журнал министерства народного просвещения, 1876, 

Часть. CLXXXVIII, стр.146-147.
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級制75校，二級制302校）の設置とともに，「サン
クトペテルブルグ，モスクワ，カザン，ハリコフ，
オデッサ及びヴィリナの教育管区並びにポルタヴァ
県とチェルニゴフ県（キエフ教育管区）の県立都市
学校，さらには東・西シベリアの県立学校の教員を
養成するため，後に国民教育省が選定する都市に７
校の師範学校を創設する」といった計画を明らかに
していた。その際，師範学校の運営に必要な諸経費
として，国庫から年間202,300ルーブル（１校当た
り28,900ルーブル）を支出する計画が記載されるな
ど，政府が都市学校等の教員の養成に直接的に関与
する方針が示された。
　師範学校規程によれば，「師範学校は，都市学校
教員の養成を目的とした教育機関」であり，「聴講
生の実践的訓練のために単級制又は二級制の都市学
校が付設される」と定められた。師範学校では，修
業期間３年間の「三級制」をとる教育課程が編成さ
れた。そこに掲げられた授業科目は，政策文書に示
されたとおり，教育学を除き，都市学校の授業科目
にほぼ一致しており，教える内容に関する正確な知
識を着実に習得させることが重視された。
　最上級生（第３学級生）に対しては，「都市学校
教員と師範学校講師の下，都市学校における教授活
動に従事する」ことが求められた。これは，教育現
場での実際の指導経験を通じて，教える能力を育成
しようとしたことを意味しているが，必ずしも師範
学校に設けられた附属都市学校での教授活動に限定
されていたわけでなかった。師範学校規程の条文に
は，「師範学校を構成する附属都市学校においては，
他の都市学校と全く同じような授業科目が教えられ
る」と記述がみられ，「よく整備された国民学校の
姿を知る」ことが難しい農村部と異なり，すでに都
市学校への改編が予定される一定数の郡学校が存立
していた都市部の状況を反映していたと考えられ
る。
　師範学校の定員は，１学級当たり25名の計75名
であり，そのうち60名の政府給付生に対しては，
国民教育省より，「50ルーブルの準備金」と「年間
150ルーブルの寄宿費」が支給されると明記された。
入学資格は，「あらゆる称号や身分にかかわらず，
神の法，ロシア語，算術，幾何学，ロシア史・ロシ
ア地理の試験に合格した身体健康かつ品行方正な
16歳以上の男子」と定められた。その際，「ギムナ
ジア，神学セミナリア及びその他の中等教育機関を
修了し，かつ良好な行状が証明される場合には，師
範学校に無試験で入学できる」ことが注記された。
つまり，師範学校では，ロシア皇帝を中心とした既

存の体制に反していなければ，身分や信仰等による
特段の入学制限がなく，個人の学習歴に則した能力
に応じて入学が認められていた。在学生の進級並び
に卒業に際しても，師範学校の校長や講師陣に第三
者である校外有識者が試験官に加わった年度末の試
験に合格しなければならないとされた。
　師範学校の教職員として，校長，神の法教員，諸
科学又は製図・図画・書写に関する４名の専任講師
（штатныый преподаватель），唱歌又は体育担当の
教員，医師，会計，書記が挙げられた。これらのう
ち，校長，神の法教員及び専任講師は，ギムナジア
やプロギムナジアの校長や講師等と同等の待遇が受
けられる「国民教育省が管轄する教育部門の文官」
と位置づけられた。校長と専任講師については，「高
等教育機関の課程を修了し，初等教育における優れ
た実践経験を有する」ことが求められ，神の法教員
については，「主として，神学アカデミーのコース
を修了し，神の法の教授活動に優れた実践経験を有
するとともに，主教管区の長の同意を得た者」の中
から選ばれることが定められた。また，附属都市学
校には，他の都市学校教員と同等の待遇が受けられ
る文官の地位を有する教員が，学級数に応じて置か
れた。
　師範学校は，将来の都市学校教員に求められる質
素で規則正しい生活様式を身につけさせる観点か
ら，寄宿舎等での生活全般の指導を可能とする「全
寮制」がとられた。しかし，設置地域については，
農村部に設けられた教員セミナリアとは異なり，世
間的な娯楽等や上級の教育機関の影響を受けること
が避けられない一定規模の都市部が想定されてい
た。実際，師範学校規程に基づいた最初の師範学校
は，1872年，サンクトペテルブルグとモスクワの
２つの大都市に設置された。さらに，1874年にタ
ヴリダ県フェオドシヤ市（オデッサ教育管区）とチェ
ルニゴフ県グルホフ市（キエフ教育管区），1876年
にカザン県カザン市（カザン教育管区），クルスク
県ベルゴロド市（ハリコフ教育管区）及びヴィリナ
県ヴィリナ市（ヴィリナ教育管区）に設置されたが，
そのすべてが県又は郡の中心都市であった。これら
７校の師範学校は，師範学校規程の公布文に示され
た計画に沿ったものであり，1878年１月１日時点
で計330名の履修者が在籍していた45。

⑷　師範学校における教育学領域の指導基準
　師範学校における教育活動は，国民教育省によっ
て1876年11月13日付で承認された「師範学校で教
授される授業科目のプログラムと教授プラン」46に
基づいて行われることとされた。これは，師範学校
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Volksschullehrer von Schütze』に特別の注意を払
い，教育学の授業のうち少なくない時間を配当する」
こととされた。
　ここで取り上げられた独語文献の名称は，ザクセ
ンに設置されたワルデンブルク教員養成所の校長な
どを務めたF. W.シュッツェが1870年に著した『福
音主義の学校科』47の副題として付されたもので
あった。つまり，師範学校における教育学の領域は，
ドイツで導入されていた「学校科」の内容等を踏ま
え，教育に関する諸科学の体系的な学習ではなく，
都市学校での活動に直接的に必要となることが指導
されるものととらえられていた。実際，師範学校の
教育学担当教員は，ギムナジアの教員などを経た校
長が主に想定されており，教育学・教授学，心理学，
論理学等に関する専門性を備えていることが必ずし
も求められていなかったと指摘できる。

４．帝政ロシアの教員養成におけるドイツの影響
　帝政ロシアの初等学校教員を養成する機関・制度
は，アレクサンドル２世の下，主としてプロイセン
からの強い影響を受けて1870年代初めに創設され
た。具体的には，農村部における初等国民学校の教
員を養成する教員セミナリア（1870年）と都市部
における都市学校の教員を養成する師範学校（1872
年）が設立され，ソビエト政権が樹立するまでの間，
帝政ロシアの初等学校教員の養成を担う中心的な機
関として活動した。この２つの教員養成機関は，生
産力の向上に貢献する農民や商人，職人及びその他
の都市住民の育成を図る初等教育政策の一環とし
て，政府による直接的な管理・運営の下で，初等学
校教員を目的養成する点を特色としていた。このこ
とは，初等学校教員に求められる役割が，当時の西
ヨーロッパ諸国をモデルとした市民の育成というわ
けでなく，宗教的かつ道徳的な観念の確立と初歩的
で有益な知識の普及により，あくまでロシア皇帝を
中心とする帝政ロシアの秩序に則した有用な臣民と
しての「国民」の形成にあったことを意味している。
そのため，教員セミナリアと師範学校の入学資格に
身分による制限が法的に設けられていなかったが，
実際には，初等国民学校や都市学校に就学する子ど
もと同様の階層性をもった者の入学が想定されてい
たと指摘できる。
　こうした帝政ロシアが影響を受けたプロイセンの
教員養成制度は，ペスタロッチの教育理念を支持し
たディースターヴェークなどによる取組を否定的に
とらえ，「教会，国家及び家族を社会生活の基本要素」
とした教育の実現を目指したシュティール「条令」

（1854⊖1872年）の下で形づくられたものであった
ことが注目される。そのため，教員セミナリアや師
範学校で指導される「教育学」の領域についても，「心
理学と論理学の分野から構成」される理論的な内容
としつつ，プロイセンで教育学・教授学，問答法，
心理学等の体系的な学習に代わって設けられた「学
校科」を踏まえた基準が策定された。Ф. М.レヴァ
ンドフスキーによれば，プロイセンの「学校科」は，
神の法や歴史とともにキリスト教的な心情と祖国・
王権への忠誠の念を高める領域の授業科目であり，
初等教育に直接的な関わりがない教育諸科学や社会
的教養などの教授によって「教える能力」の育成が
妨げられないようにすることを意図していた。これ
は，国民教育大臣兼宗務院総長のД. А.トルストイ
による「教育学とは，若者の育成に関する科学であ
り，甚だ容易でなく，万人には理解できない科学で
ある」48といった見解とも合致しており，帝政ロシ
アにおいて，プロイセンの初等学校教員の養成制度
が受容される要因の一つとなったと指摘できる。
　一方，帝政ロシアの初等学校教員の養成教育にお
いて，ヘルバルトの教育思想が，何らかの特別な位
置づけがなされていたわけでなかった。「師範学校
で教授される授業科目のプログラムと教授プラン」
（1876年）でも，「科学としての教育学」といった
文言が認められるものの，「段階教授法」などヘル
バルトやヘルバルト主義教育に特徴的な内容等につ
いて，とりたてて師範学校の教育内容に含めること
を求める記述が見当たらない。「教育学」の領域の
指導にあたり，当面の参考資料として挙げられてい
たドイツの教員ゼミナール用教科書であるF. W.
シュッツェ『福音主義の学校科』においても，ヘル
バルトに言及されるのは14箇所に留まり，教育史
上の重要人物としても取り上げられるコメニウス，
ルソーやペスタロッチに比して格段に少ない。ヘル
バルトへの言及や引用箇所には重複も見られ，たと
えば，教育論と授業論の不可分性を主張する際に「教
育的教授」が引かれ（「まえがき」に１箇所，本文
に２箇所），教員にとって人間学や心理学の知見が
重要であることを指摘する際にヘルバルトの論考か
らの引用が示される（「まえがき」と本文に各１箇
所）。また，本書の第５部ではルター以降の「教育史」
が概説されているが，ここにヘルバルトの名前はな
い。本文中でヘルバルトが「哲学者（Philosoph）」
と紹介されていることからも，当時のプロイセンに
おいてヘルバルトは「教育学」者とみなされていな
かったことがうかがえる。

　帝政ロシアが影響を受けたシュティール「条令」
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の下のプロイセンでは，単級制の学校において，一
人の教員が機械的な暗記による学習を指導すること
が標準的であった。そうした中，ツィラーを契機と
したヘルバルト主義者たちによる活動が活発化し，
学校教育の近代化を図る「一般規程（Allgemeinen 
Bestimmungen）」（1872年）の公布とともに「教授
法上の意識」が高まり，「ほとんど忘れさられてい
たヘルバルトの教育学を再生させる諸前提の一つと
なった」49とされる。教員養成（師範教育）におけ
るジャーマン・インパクトという視角に立てば，帝
政ロシアにおいても，「教授法上の意識」が高まり，
初等学校教員の養成教育が，プロイセンと同様の「発
達」の過程を辿るのか（又は辿らないのか）につい
て明らかにしていくことが必要である。具体的には，
教員セミナリアや師範学校で用いられた「教育学」
の領域の教科書や授業等において，ヘルバルトの教
育思想又はヘルバルト主義教育が，どのように取り

上げられていくのかが今後の研究課題となる。
　ただし，師範学校の普及状況を例にとれば，オレ
ンブルグ県オレンブルグ市で８校目の師範学校が
1878年に活動を開始してから50，その次にトムスク
県トムスク市（西シベリア教育管区）に1902年に
設置されるまでに一定の期間を要している。オレン
ブルグ市の師範学校も，1894年７月には「実践的
なニーズ並びに技術的知識の獲得に資する一般教
育」を行う６年制の実科学校へ改編されており，政
府主導による都市学校教員の養成が，1880⊖1890年
代を通じて拡大していく傾向にはなかったといえ
る。したがって，ヘルバルトの教育思想又はヘルバ
ルト主義教育の受容にあたっても，ロシア皇帝を中
心とする帝政ロシアの秩序の維持・強化に結び付け
てとらえられる可能性にも留意しながら考察してい
くことが求められる。

─
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